
重要業績指標（KPI)進捗一覧表

令和7年度

（住宅の耐震化） ・木造住宅耐震診断費補助／木造住宅耐震改修補助 住宅の耐震化率 94.5% 94.5% おおむね解消 建築指導課

（建築物の整備・改修等） ・市庁舎の耐震化 新庁舎建設工事の完了
新庁舎建設工事設計

契約締結
新庁舎建設工事

契約締結
建設工事の完了 庁舎総合整備課

（ブロック塀等の撤去） ・危険コンクリートブロック塀等撤去費補助
危険コンクリートブロック塀等撤去費補
助件数

6 件／年 ５ 件／年 25件/年 建築指導課

（避難路の確保） ・道路改良事業 市道の改良工事延長 0ｍ 0m 986ｍ 土木建設課

（市街地の整備）
・都市公園の整備・維持管理／道路改良事業【再掲】
／空家対策の推進（管理不全空家等の減少）

管理不全空き家等の件数 ー　※ 15件/年 10 件 建築指導課

（公園・緑地等の確保による延焼防止） ・都市公園の整備・維持管理【再掲】 市民1 人当たりの都市公園の面積 4.91 ㎡ 5.31㎡ 5.1 ㎡ 公園緑地課

1-3

【洪水等】地球温暖化に伴う突発的又
は広域的な洪水等に伴う長期的な市街
地等の浸水による多数の死傷者の発
生，復興が大幅に遅れる事態（ため池
の損壊によるものや，防災インフラの
損壊・機能不全等による洪水等に対す
る脆弱な防災能力の長期化に伴うもの
を含む）

（洪水，浸水，内水対策） ・準用河川高野川改修事業
準用河川高野川改修事業の用地取得率
（第１工区）

0% 61.5% 100% 土木建設課

1-4
【土砂災害】大規模な土砂災害（土
砂・洪水氾濫など）等による多数の死
傷者の発生

（土砂災害・宅地造成等への対応） ・急傾斜地崩壊対策事業 急傾斜地崩壊対策整備率 93.7% 95.7% 98% 土木建設課

2-1
【救助・救急】自衛隊，警察，消防，
海保等の被災等による救助・救急活動
等の絶対的不足

（消防力の強化） ・救急救命士の養成（救急業務従事者数の増加） 救急救命士の資格を有する者の数 56名 61名 60名 救急課

（供給支援体制構築・災害時協定）
・市内小売業者等と緊急時の物資供給協定の締結の推
進

市内小売業者等との協定締結数 22件 22件 増加 危機管理課

（道路インフラ等の整備）
・道路改良事業【再掲】／道路補修事業／橋梁補修事
業

市道の改良工事延長 0ｍ 0m 986ｍ 土木建設課

（道路インフラ等の整備）
・道路改良事業【再掲】／道路補修事業／橋梁補修事
業

緊急輸送道路や軌道等上にある橋梁の
落橋防止措置率

33.3% 66.7% 100% 土木維持課

（道路インフラ等の整備）
・道路改良事業【再掲】／道路補修事業／橋梁補修事
業

橋梁の新規補修・耐震化率 0.0% 0.0% 100% 土木維持課

（道の駅の整備） ・防災道の駅整備事業 防災道の駅整備工事の進捗率 0.0% 未完了 100% 農政課

（住宅におけるエネルギー供給確保） ・住宅用設備等脱炭素化促進事業 住宅用設備等補助件数 187 件/年 182 件/年 154 件/年 環境政策課

3　必要不可欠な行政機能を確保する 3-2
【行政機能】市役所の職員・施設等の
被災による機能の大幅な低下

（行政機能の継続） ・市庁舎の耐震化【再掲】 新庁舎建設工事の完了
新庁舎建設工事設計

契約締結
新庁舎建設工事

契約締結
建設工事の完了 庁舎総合整備課

（農地の保全）
・認定農業者等担い手の確保・育成／家族経営協定の
締結／水田再基盤整備事業

水田の再基盤整備面積 306.5ha 310.9ha 342.1ha 農政課

（農地の保全）
・認定農業者等担い手の確保・育成／家族経営協定の
締結／水田再基盤整備事業

認定農業者数（経営体数） 98件 93件 116件 農政課

（農地の保全）
・認定農業者等担い手の確保・育成／家族経営協定の
締結／水田再基盤整備事業

家族経営協定の締結件数 33件 32件 40件 農政課

（上水道施設の強化）
・「八千代市水道施設再構築基本計画」及び「八千代
市水道管路施設耐震化計画」に基づく整備（市内全域
の水道施設及び水道管路の耐震化率の向上）

重要給水施設管路耐震化率 92.7% 97.2% 100.0% 上水道課

（上水道施設の強化）
・「八千代市水道施設再構築基本計画」及び「八千代
市水道管路施設耐震化計画」に基づく整備（市内全域
の水道施設及び水道管路の耐震化率の向上）

配水池の耐震化率 26.1% 26.1% 46.8% 上水道課

（上水道施設の強化）
・「八千代市水道施設再構築基本計画」及び「八千代
市水道管路施設耐震化計画」に基づく整備（市内全域
の水道施設及び水道管路の耐震化率の向上）

上水道管路耐震化率 62.9% 64.0% 68.0% 上水道課

5-5
【下水道】下水道施設等の長期間にわ
たる機能停止

（下水道施設の強化） ・汚水管渠改良事業
汚水管渠の長寿命化対策に係る点検実
施率

54.8% 54.8% 100% 下水道課

6　地域社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興で
きる条件を整備する

6-5
【文化】貴重な文化財や環境的資産の
喪失，地域コミュニティの崩壊等によ
る有形・無形の文化の衰退・喪失

（地域防災力の向上）
・自主防災組織の結成促進（自主防災組織のカバー率
の増加）

自主防災組織カバー率 52.3% 52.4% 53.5% 危機管理課

※令和５年12 月の法改正により，指標の見直しを要したため

5-4
【上水道】上水道施設等の長期間にわ
たる機能停止

4　経済活動を機能不全に陥らせない

5　情報通信サービス， 電力，上下水道等ライフライン，
燃料供給関連施設，交通ネットワーク等の被害を最小限に
とどめるとともに，早期に復旧させる

1-1

【地震】大規模地震に伴う，住宅・建
物・交通施設等の複合的・大規模倒壊
や不特定多数が集まる施設の倒壊によ
る多数の死傷者の発生

1-2
【火災】地震に伴う市街地等の大規模
火災による多数の死傷者の発生

2-4
【物資】被災地での食料・飲料水・電
力・燃料等，生命に関わる物資・エネ
ルギー供給の長期停止

4-3
【食料】食料等の安定供給の停滞に伴
う，市民生活・社会経済活動への甚大
な影響

2　救助・救急，医療活動が迅速に行われるとともに，被
災者等の健康・避難生活環境を確実に確保することによ
り，関連死を最大限防ぐ

各年度実績
目標値

（令和10年度）
担当課

1　あらゆる自然災害に対し，直接死を最大限防ぐ

事前に備えるべき目標 重点化するリスクシナリオ 具体的な取組 重要業績指標（KPI）
基準値

（令和５年度）


